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1．はじめに 
1995 年兵庫県南部地震以後観測網の充実化により、今

まで観測記録の少なかった震源近傍での強震動が数多く

観測されるようになった一方、入力動が設計上考えてい

るレベルを大きく上回っているにもかかわらず被害が比

較的小さいという新たな問題が露呈されている。その理

由として、建物の耐震性能を正確に把握できていないこ

と、特異な地盤の影響による観測記録の誤差、構造物へ

の入力損失の問題などが考えられるが、それらの包括的

な定量評価に関しては十分研究がなされていない。よっ

て本研究では応答解析に基づき、兵庫県南部地震による

被害と解析の被害を対応させることで、構造物の耐震性

能に関する不確定性の定量評価を試みる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

木造被害率 8％～20％（6 強） 

木造被害率 20％以上（震度７） 

非調査地域被害率 0％ 

表 1 入力地震動の分布 

学校校舎の位置 

図 1 木造被害率の分布
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 木造被害率 地震動強さ 震度 分布割合
20％以上 大 7 30%

8％以上20％未満 中 6強 25%
8％未満 小 6弱 45%
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2．評価方法  
相
対
頻
度 

解析対象は神戸市灘・東灘区と西宮市の学校校舎で、

一階建てのもの、体育館、1982 年以後の新耐震で設計さ

れたものを除いた 301 棟とし、それらの実際の調査によ

る被害率と解析によりそれら地域を再現した建物群モデ

ルの被害率が一致するようモデルを構築する。また調査

による被害データに関しては被害度Ｄにより被災度を判

定した文献[1]を使用した。 

 
 
 
 
 

Ｉｓ値 
図 2 統計によるＩｓ値の分布と本モデル

 
 

次に地震動の分布に関しては文献[2]、[3]を参考に木

造被害率 20％以上を震度 7 以上、20％～8％を 6 強、8％
以下を 6 弱以下と定義し、対象建物の位置情報から入力

した地震動の強さを推測し、その存在割合に応じてそれ

ぞれの強さに相当する兵庫県南部地震で観測された地震

動（JMA、鷹取等）を入力する（図 1、表 1 参照）。 

 
 
 
 
 
 

建物群モデルに関しては公共機関等から検討委員会に

出された学校校舎の耐震診断結果より、建物モデルを 50
モデル構築し、それら 50 棟の集合体を建物群モデルと定

義し、個々の建物モデルの構築方法を変化させることで

解析被害率を調整し観測被害率に収束させる、またそれ

らの耐震診断値の分布が文献[４]で得られた分布と概ね

一致することから、この建物群モデルが解析対象地域の

学校校舎建物群を表現できると判断した（図 2 参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

個々の建物モデルに関しては、耐震診断の靭性指標Ｆ

値により最大 3 グループの部材モデルに分け、Ｃ値によ

り各グループの降伏強度Cy を定義し、それらを組み合わ

せて質点系の応答解析を行った（図 3 参照）。解析におけ 

 
 
 
 

①袖壁付き柱モデル
　　（F値0.8）　
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③独立柱モデル
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②垂･腰壁付き柱モデル

　（F値1以上2未満）

図 3 靭性別グループ 
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Evaluation of seismic structural performance of reinforced concrete buildings 

Based on stochastic dynamic analysis 

図 4 確率変数を用いた解析モデル
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表 2 各パラメータの特性値 るこれら各パラメータは本来ばらつきを持った不確定な

値であり、通常それらに安全値を掛けることで安全側に

評価するが、このことが建物の耐震性能を正確に把握で

きない理由の一つである為、本研究ではそれらのパラメ

ータを確率変数（便宜上分布形はすべて対数正規分布と

した）として扱いモンテカルロシュミレーションする事

でそれらの不確定性を直接評価する。（図 4 参照）またシ

ュミレーション結果は 200 回解析を繰り返すことで概ね

収束した。 

中央値 変動係数
強度割増係数α 1.4 0.2
減衰定数ｈ 0.05 0.5
剛性倍率β 7 0.1
重量倍率 1 0.1

表 3 折れ点部材角と変動係数 
部材角 変動係数

降伏変形角Ry 0.003 0.1
第3折れ点変形角Ru 0.01 0.2
限界変形角Ro 0.02 0.2
第3折れ点強度 0.3Cy -
降伏変形角Ry 0.01 0.1
第3折れ点変形角Ru 0.03 0.2
限界変形角Ro 0.06 0.2
第3折れ点強度 0.4Cy -
降伏変形角Ry 0.01 0.1
第3折れ点変形角Ru 0.04 0.2
限界変形角Ro 0.1 0.2
第3折れ点強度 Cy -

F値
0.8

F値
1.0以上
2.0未満

F値
2.0以上

3．結果 

試行錯誤の結果、表 2、表 3 のように各パラメータを設

定することで図 5 のように実被害と概ね一致する結果を

得ることができた。また被害の判定に関しては調査の被

害が被害度Ｄ値に基づいて決定されているため、解析被

害に関しても文献[1]、[5] 、[6]等を参考に表 4 のよう

にクライテリアを定め、最大応答部材角より被害度Ｄ値

を求め被災度を判定した。また本研究では耐震診断では

考慮されていない余力を評価する為、Ｃ値により算定さ

れた終局強度を強度割増係数α倍することで考慮してい

る、表 2 の強度割増係数α＝1.4 は耐震診断により算定さ

れた終局強度の 1.4 倍にすると実際の被害を説明できると

いうことを意味している。また本研究では１つの建物モ

デルにつき桁行、梁間の二方向をモデル化しており、被

害の大きかった方向をそのモデルの被害としている。次

に図 6 に Is 値と大破率の関係を示す、図より Is 値と大破

率には強い相関関係があることがわかるが、一部 Is 値が

高いにも関わらず大破率の高いものが見られる。それら

は概ね Ctsd≤ 0.4 の靭性依存型のモデルで、大破となって

倒壊する危険性は低いが、修復の必要性を考慮した被害

率という意味では Is 値相当の耐震性能は持っていないも

のと考えられる。また逆に Is 値が低いにも関わらず大破

率の低いものも見られるが、これらは極脆性部材を含む

モデルであり、大破率は低いものの大破になると倒壊す

る可能性が高い為、その点に留意する必要がある。 
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図 5 解析被害率と実被害の関係 

表 4 ダメージグレード 
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図 6 解析モデルのＩｓ値と大破率の関係 

4．まとめ 

 解析の結果、耐震診断で評価されるものよりも平均 1.4
倍程度の耐震性能を持っていると考えることで、観測さ

れたような強震動を説明することの出来るモデルを構築

することができた。今後は各パラメータの工学的妥当性

に関する検討や、新潟・宮城等の他の地震に対しても当

モデルが適応できるかどうかを確認する必要がある。 
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